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学校現場の学校緊急支援についての要望に関する調査研究
―学校緊急支援マニュアルとキット作成に向けて―

齋藤　和樹１） 橋本まり子２） 浅沼　知一３） ⽯山　宏央４） ⽯塚幸一郎５）
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A research on needs of school teachers in School Crisis Intervention:
For making a School Crisis Intervention manual and kit

Kazuki SAITO，Mariko HASHIMOTO，Tomokazu ASANUMA，Hiroo ISHIYAMA，Koichiro ISHIZUKA
Akiko WATANABE，Yuri SATO，Chikako HAGINIWA，Motoko SAITO

要旨：学校緊急支援のためのマニュアルとキットを作成するために、学校緊急支援についての要望について秋
⽥県内すべての教育委員会、高等学校、中学校、⼩学校といくつかの幼稚園・保育園に対して、⾃作の質問紙
による調査を⾏った。
結果、527⼈（回収率51.7％）から回答を得た。回答者は、教頭、養護教諭が多かった。学校緊急支援につい
ては、75.9％の回答者が知っていた。学校緊急支援を必要とする事案は多様であるが、回答者は、「校内（敷
地内）」「⾃殺」「死傷」という事案で多く必要性を感じていた。必要とする⼈材は、複数の臨床心理士、教育
委員会職員などであり、２～３⽇から１週間程度の支援を望んでいた。希望する支援内容は、カウンセリン
グ、心理的ダメージの評価、子供への接し方についての専⾨的アドバイスなどであった。

キーワード：学校緊急支援、スクールカウンセラー、非常災害時、心理社会的支援

Summary : For the purpose of making a School Crisis Intervention (SCI) manual and a kit, data on needs for

SCI for school teachers were collected from all educational boards, high schools, junior high schools, elementary

schools and some nursery schools in Akita prefecture through the use of a self‑evaluating questionnaire. As a

result, we received data from 527 school teachers, a return rate of 51.7%. They were mainly from assistant

principals and Yogo‑Teachers (nurse‑teachers.) 75.9% of them were familiar with SCI but said they needed

SCI guidance in various situations especially situations such as “in school (on campus),” “suicide,” “deaths or

injuries.” Regarding the human resources for SCI, they would need some assistance from clinical psychologists

and members of the board of education from a few days up to a week. They also would expect counseling,

assessment of psychological damage and advice from specialist dealing with such affected children.
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Ⅰ．はじめに
秋⽥県では、全国的なニュースになった児童連
続殺害事件など、児童生徒、保護者、教職員にと
ってはショッキングな事件がいくつか発生した。
このように⼤きく報道されないまでも学校内外で
の児童生徒の⾃殺、事故（およびその目撃）、死
体の目撃や⾃然災害被害など児童生徒などに対す
る緊急な心理社会的支援を必要とする事案がたび
たび発生している。これらの事案は、今後も発生
する可能性がある。
このような場合、秋⽥県では教育委員会の要請

を受けて、複数のスクールカウンセラー（ＳＣ）
が当該校に学校緊急支援として派遣されてきた。
しかし、ＳＣは学校緊急支援時の独⾃の対応マニ
ュアルや対応キット（調査用紙、記録用紙などの
セット）を持ち合わせていない。また、今までの
経験から⾔えば、①どのような事案の場合に緊急
支援として介⼊するのかの基準がない、②緊急支
援として介⼊する場合、誰が何⼈介⼊するのかの
基準がない、③緊急支援としてＳＣは誰に対して
何をするのかの基準がない、④教育委員会、当該
校（の各職員）、ＳＣなどがどのような体制を取
り、どのような役割分担をするのかの基準がない、
⑤学校緊急支援としてどこまで支援し、どこで撤
収するのか、中長期的な支援はどうするのかなど
の基準がない、などの問題点を抱えてきた。
先⾏研究には、ＣＲＴ（Crisis Response

Team）など⾏政の介⼊モデル３）５）６）や学校側
の対応モデル１）２）などに関する研究はあるもの
の、ＳＣのための調査研究やマニュアル作りはほ
とんどされてこなかった。
秋⽥県では、秋⽥県の実態に合ったＳＣのため

の学校緊急支援マニュアルやキットを作成する必
要がある。そのために、まず学校現場や教育委員
会等の学校緊急支援についての認識や要望などに
ついて知る必要がある。しかし、今までそのよう
な調査は⾏われていない。

Ⅱ．目的
本研究では、秋⽥県内のすべての教育委員会、

高等学校、中学校、⼩学校といくつかの幼稚園・
保育園（所）の教職員等を対象に学校緊急支援に
ついての認知度やどのような事態のときにどのよ
うな⼈材、支援を、どのくらいの期間望むかを質
問紙法によって調査し、実態にふさわしい学校緊
急支援マニュアルとキットを作成する参考資料と

してのデータを収集することを目的とする。特に
今回は、幼稚園・保育園から高等学校での学校緊
急支援をするＳＣのための統一的マニュアルの指
針作りを想定している。そのため、校種間、職種
間、職位間比較などによる分析は別の機会に譲る
ことにし、単純集計で⼤づかみの指針を得ること
を目的とする。

Ⅲ．方法
⾃作の質問紙（資料参照）を秋⽥県内の各教育

委員会およびすべての⼩学校、中学校、高等学校、
特別支援学校と５つの保育所・幼稚園に送付し回
答を求めた。保育園（所）・幼稚園は、過去に近
くの⼩学校等で学校緊急支援が⾏われたことを考
慮して選定した。
質問紙は、各所に２部送付し、学校緊急支援時

にＳＣへの対応の窓⼝やキーパーソンとなると考
えられる管理職または養護教諭に記⼊してもらう
ように求めた。
回答は匿名で⾏ってほしいこと、回答しないこ

とで不利益はないこと、返信用の封筒にも回答者
の所属等を書く必要のないことなどを⽂書に明記
し、回答者の特定がなされないよう倫理的配慮を
⾏った。
回答期間は、2009年12⽉～2010年１⽉までとし

た。
なお、データの集計にあたっては、できるだけ

多くのデータから実態を知るために不完全回答で
あっても、その回答全部を無効回答とせずに、回
答されているところについては集計した。

Ⅳ．結果
（1）回答者の校種別回収率と構成比
回答総数は、527⼈（51.7%）であった（括弧内は、
回収率）。内訳は、「教育委員会」20⼈（30.3%）、
「高等学校」67⼈（52.3%）、「中学校」158⼈
（59.0%）、「⼩学校」248⼈（48.1%）、「幼稚園・保
育園（所）」４⼈（40.0%）特別支援学校22⼈
（68.8%）、「未記⼊」８⼈（1.52％）であった。回
答者の所属の構成比については、図１に⽰す（括
弧内は、全体に対する割合）。
（2）回答者の属性
「回答者の属性としての職種職位等」について
は、多い順に「教頭」222⼈（42.1％）、「養護教
諭」217⼈（41.2％）、「校長」35⼈（6.7％）、「そ
の他」14⼈（2.7％）、「指導主事」12⼈（2.3％）、
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「教諭」12⼈（2.3％）、「副校長」１⼈（0.2％）、
「園長」１⼈（0.2％）で、「未記⼊」が13⼈
（2.5％）あった（図２）。
（3）学校緊急支援の経験の有無
「学校緊急支援受け⼊れの経験の有無」につい

ては、「経験あり」が67⼈（12.7%）、「経験なし」
が453⼈（86.0%）、「未記⼊」が７⼈（1.3%）であ
った（図３）。
（4）学校緊急支援の理解度
「学校緊急支援について知っているか」につい
ては、「よく知っている」が88⼈（16.7%）、「だい
たい知っている」が312⼈（59.2%）、「知らない」
が124⼈（23.5%）、「未記⼊」が３⼈（0.6%）であ
った（図４）。
（5）事案ごとの学校緊急支援の必要度
それぞれの事案ごとに学校緊急支援の必要度を、

「必要」または「どちらかというと必要」という
回答の割合の多い順に並びかえると以下のように
なる（表１）。
事案Ｅ「幼児・児童・生徒が校内（敷地内）で

⾃殺した」98.7%、事案Ａ「幼児・児童・生徒が
校内（敷地内）で死傷する事件・事故が発生し
た」97.5%、事案Ｆ「幼児・児童・生徒が校外
（敷地内）で⾃殺した」95.2%、事案Ｃ「教職員が
校内（敷地内）で死傷する事件・事故が発生し
た」94.2%、事案Ｋ「幼児・児童・生徒による死
傷事件（生徒等が加害者）が発生した」91.6%、
事案Ｂ「幼児・児童・生徒が校外（敷地外）で死
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表１　学校緊急支援事案の必要度順

図２　回答者の職種・職位等 図４　学校緊急支援についての理解度

図１　回答者の所属の構成比 図３　学校緊急支援の経験の有無



傷する事件・事故が発生した」85.9%、事案Ｇ
「校外（園外）学習中に事件・事故に巻き込まれ
た（死傷者なし）」71.8%、事案Ｉ「幼児・児童・
生徒が登下校（通園）時に交通事故にあって死傷
した」70.8%、事案Ｄ「教職員が校外（敷地外）
で死傷する事件・事故が発生した」70.5%、事案
Ｈ「校内（園内）に不審者が侵⼊した（死傷者な
し）」67.8%、事案Ｊ「幼児・児童・生徒が家族旅
⾏等で交通事故にあって死傷した」46.3%、事案
Ｌ「教職員の不祥事が露見した」41.8%、事案Ｍ
「校舎などの建造物が⾃然災害によって⼤きな被
害を被った」39.8%。
「Ｎ．その他」の事案については、「児童の家

族が死傷する事件・事故が発生した」「⾃然災害
で多くの学校等で多数の児童生徒が死傷した」
「学校の建物が故意に破損されマスコミにクロー
ズアップされた」「児童生徒の家族が犯罪者とな
った場合」「校内暴⼒」「犯罪ともいえるいじめ」
「校地外で不審者と遭遇した」「教職員が校内で⾃
殺した」「性被害にあった時」「身内が⾃死した
時」「病気で在籍している児童生徒が亡くなり同
じ病気の子どもに対して」「校内に外部の⼈が侵
⼊し⾃殺した」「⾃宅の火災」「教職員・児童生徒
の急な病死」「校地内での重⼤な事故が発生」な
どの回答があった。
（6）現場が求める学校緊急支援事案の選択の順番
学校緊急支援が必要だと考える事案についてＡ

からＮ（Ｎは、⾃由記述）から５つ選択する質問
では、事案Ｅ、Ａ、Ｆ、Ｃ、Ｂ、Ｋについて回答
者の過半数が選択している。（表２）

（7）学校緊急支援で必要な⼈材
必要だと考えられる事案から５つ選択するとい

う項目で、最も多くの回答者から選択された事案
Ｅについて「どのような職種が何⼈必要か」との
質問に対する必要⼈数の平均値をとると以下のよ
うになる。①臨床心理士2.41、②学校医0.81、③
精神科医0.66、④教育委員会0.83、⑤外部の養護
教諭0.34。⑥その他には、保健師やＰＴＡ役員と
いう回答もある。一方、５つの中に選ばれた事案
の中ではその回答数が最も少なかった事案Ｋをみ
ると以下のようになる。①臨床心理士2.42、②学
校医0.54、③精神科医0.66、④教育委員会0.92、
⑤外部の養護教諭0.30。⑥その他として、保護者、
児童相談所職員という回答がある。
（8）支援期間
事案Ｅの「支援期間」への回答者数の平均値は、
①１⽇以内0.02、②２～３⽇0.39、③４～５⽇
0.31、④一週間以上0.29、⑤わからない0.19であ
る。同じように事案Ｋについては、①１⽇以内
0.01、②２～３⽇0.27、③４～５⽇0.33、④一週
間以上0.30、⑤わからない0.22である。
（9）支援内容
事案Ｅで「当該児童生徒および関係の深い生徒

への対応」への回答者数の平均値は、①不要0.06、
②臨床心理士へのカウンセリング0.81、③心理的
ダメージの評価（アンケート等）0.69、④医師・
養護教諭による健康相談0.67である。事案Ｋでは、
①不要0.02、②臨床心理士へのカウンセリング
0.68、③心理的ダメージの評価（アンケート等）
0.82、④医師・養護教諭による健康相談0.62であ
る。
事案Ｅの「その他の児童・生徒への対応」への

回答者数の平均値は、①不要0.08、②臨床心理士
によるカウンセリング0.60、③心理的ダメージの
評価（アンケート等）0.86、④医師・養護教諭に
よる健康相談0.67である。事案Ｋでは、①不要
0.02、②臨床心理士によるカウンセリング0.68、
③心理的ダメージの評価（アンケート等）0.82、
④医師・養護教諭による健康相談0.62である。
事案Ｅの「保護者への対応」への回答者数の平

均値は、①不要0.08、②臨床心理士によるカウン
セリング0.43、③心理的ダメージの評価（アンケ
ート等）0.57、④保護者会出席0.83、⑤医師・養
護教諭による個別面談0.46、⑥子供への接し方に
ついての資料提供0.68である。事案Ｋでは、①不
要0.00、②臨床心理士によるカウンセリング0.49、
③心理的ダメージの評価（アンケート等）0.54、
④保護者会出席0.87、⑤医師・養護教諭による個
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表２　現場が求める学校緊急支援事案



別面談0.41、⑥子供への接し方についての資料提
供0.77である。
事案Ｅの「教職員への対応」への回答者数の平

均値は、①不要0.14、②臨床心理士によるカウン
セリング0.68、③心理的ダメージの評価（アンケ
ート等）0.64、④子供への接し方についての資料
提供0.79、⑤研修0.56、⑥個別相談0.54、校務補
助0.25である。事案Ｋでは、①不要0.05、②臨床
心理士によるカウンセリング0.62、③心理的ダメ
ージの評価（アンケート等）0.59、④子供への接
し方についての資料提供0.87、⑤研修0.56、⑥個
別相談0.61、校務補助0.31である。
事案Ｅの「マスコミへの対応」への回答者数の

平均値は、①不要0.16、②対応に対するアドバイ
ス0.64、③記者会見出席0.46、④個別対応0.30で
ある。事案Ｋでは、①不要0.09、②対応に対する
アドバイス0.91、③記者会見出席0.46、④個別対
応0.28である。
事案Ｅの「他機関との連携」への回答者数の平

均値は、①不要0.08、②医療機関0.64、③警察
0.76、④保健所0.21、⑤児童相談所0.40、⑥その
他として教育委員会、消防署などがあげられた。
事案Ｋでは、①不要0.04、②医療機関0.66、③警
察0.81、④保健所0.16、⑤児童相談所0.67となっ
ている。
（��）経験した学校緊急支援の評価
「これまでに学校緊急支援を受けたことがあ

る」という⼈は67⼈おり、その評価については、
「⼤変良かった」が47⼈（70.1％）、「おおむね良
かった」が19⼈（28.4％）、「あまり良くなかっ
た」が１⼈（1.19%）であった。
「よかった対応」としては、「早い対応」「臨床

心理士による心理的ダメージ評価のアンケートの
実施とその結果の分析やそれに基づく具体的な指
⽰」「臨床心理士によるきめ細やかなカウンセリ
ングが児童生徒のみならず家族も受けられたこ
と」「臨床心理士による臨時保護者会開催へのサ
ポートや専⾨的視点からの保護者へのこころのケ
アの説明」「児童生徒への接し方についての具体
的なアドバイスと資料提供」「継続相談が必要な
児童生徒への相談機関への紹介と相談⼿順の説
明」「職員へのコンサルテーションや研修による
共通理解」「教育委員会からの支援・対応につい
てのアドバイス」「地区内の養護教諭が派遣され
業務を分担してくれた」「マスコミ対応への対応」
「対象生徒宅への家庭訪問への同⾏」などにまと

められた。
「役に立たなかったあるいは逆効果だったサポ
ート」として「養護教諭が支援に⼊れなかったの
で、進め方や全体の状況がつかめず非常に不満で
あった。保健室にはたくさんの子供からいろいろ
な訴えがあったので、養護教諭と支援チームとの
連絡は必要不可欠であり参加すべきである」「カ
ウンセリングを受けたが個別でなく集団（５～６
⼈）だった。他の方々の⾔動でさらに不安や悲し
み、⾃分の状況等が悪化した」「逆効果だった訳
ではないが、初対面の方に思いを話すということ
は、なかなか難しく、まして、毎⽇対面する方が
変わると、ますます本心を引き出しづらくなるの
では？という思いがした。その分をフォローする
のは職員なので、効果があるのか疑問という意見
もある」などがあった。
「今後、危機的事態が起こってしまった場合、

学校緊急支援を活用したいと思いますか？」につ
いては、454⼈（86.1％）が「活用したい」と答
えており、「活用したくない」という回答はなか
った。活用したい理由として、「内部の⼈間・当
事者だけでは、冷静な判断がしにくいので、外部
の専⾨家を含む冷静な判断と支援が必要だから」
「こころのケアは、教職員だけでは限界があるの
で、専⾨家の⼒が必要」「教職員もダメージを受
けるので、外部の⼒が必要」「学校運営・学校機
能が⽌まらないようにするためには、外部の支援
が必要」「専⾨家が加わることで児童・生徒や保
護者が安心するから」「スクールカウンセラーが
配置されていないから」「以前受けた支援が効果
的だったから」などにまとめられた。

Ⅴ．考察
回答者の所属は、⼩学校が47％と最も多く、つ

いで中学校30％、高等学校13％である。これは、
学校数の違いをそのまま反映しているといえるが、
このような構成から得られた結果であることを念
頭におく必要がある。
回答者の属性の中で職種・職位についてみると、

「教頭」が42％で最も多く、ついで「養護教諭」
41％、「校長」７％と続いている。これは、回答
者として管理職または養護教諭に回答してもらう
ように求めた結果でもあるが、管理職としては、
「教頭」がこの種の調査に答えやすい立場にある
と考えられる。したがって、情報も多く持ち合わ
せている可能性が高いので、学校緊急支援にあた
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っては、「養護教諭」の他に管理職として学校の
最高責任者である「校長」はもちろんのこと「教
頭」をキーパーソンと捉えていくことが必要と考
えられる。
学校緊急支援の受け⼊れ経験については、86％

の回答者が「経験なし」と回答している。一方、
学校緊急支援についての認知度については、「よ
く知っている」17％、「だいたい知っている」
59％を合わせると76％の回答者が、知っているこ
とになる。しかしながら、知識として知っている
ことと現実に体験したことがあることには違いが
生じやすいことがあるので、学校緊急支援の際に
は、支援側と受け⼊れ側の細かな確認作業が必要
であろう。確認作業の⼿順などをマニュアルに盛
り込むとよいかもしれない。また、学校緊急支援
として介⼊するときには、受け⼊れ経験のない現
場を対象として活動するという認識を持って活動
することが肝要であり、そのことを前提としたマ
ニュアル等や資料の作成が必要である。たとえば、
学校緊急支援の必要性、支援内容のメニュー、役
割分担や体制作りなどについて簡単で見やすい⽂
書や図などを学校側に渡せるように用意しておく
とよいかもしれない。
想定される学校危機状況を事案Ａ～Ｍまでの13

状況を提⽰し、学校緊急支援の必要性を尋ねたと
ころ、10の状況に対して過半数の回答者が「必
要」または「どちらかといえば必要」と答えてお
り、また⾃由記述にもこちらの想定外の状況がい
くつか記述されていることから、学校現場では、
さまざまな状況に対して学校緊急支援を求めてい
ると理解できる。学校緊急支援に⼊る側には、さ
まざまな状況に対して対応できる準備と能⼒が求
められることになると同時にさまざまな事案に対
応できるマニュアルが必要である。
また、上記事案Ａ～Ｍの中から学校現場で学校

緊急支援が必要と考える５つに選んだもので回答
の多いものをみると学校側は、「幼児・児童生徒」
や「教職員」が「被害者」や「加害者」となる
「校内（敷地内）で発生した死傷事件」や「⾃殺」
ということにセンシティヴになっていると考えら
れる。このような事案は、児童生徒のみならず、
保護者や教職員の心理的動揺も⼤きくなりやすい
ことから、上記のような状況であれば、学校緊急
支援を考慮する基準として考える必要があると同
時に適切な対応等についてマニュアルに盛り込ん
でおく必要がある。

５つ選択された事案（これらは過半数の⼈に選
ばれているので、この事案が発生した場合には、
学校緊急支援を要請される可能性が高い）のうち
最も回答の多かった事案Ｅと５番目の事案Ｋとで
支援に必要な⼈材や希望⼈数、内容を比較してみ
るとほぼ同じような結果ではあるが、多少の違い
も見られる。必要とする⼈材については、両方と
も臨床心理士（複数）、教育委員会職員が多いが、
事案Ｅでは保健師、事案Ｋでは児童相談所職員と
いった違いがみられる。このことから、基本的に
学校緊急支援では、臨床心理士が複数求められて
いることがわかる。しかし、事案によっては、臨
床心理士は、適切な多職種と連携する柔軟性も必
要であることをマニュアルに記していく必要があ
る。
支援期間をみると事案Ｅでは２～３⽇という回

答が多いが、事案Ｋでは１週間以上という回答が
多い。回答数の違いはあるもののおおよそ２～３
⽇から１週間程度の支援を求めていると考えられ
る。これは、今までの学校緊急支援の実績に近い
ものである。また、ＣＲＴなどが⾏っている支援
は72時間以内という基準にもほぼ当てはまる。事
案発生から１週間程度で、学校はほぼ機能を取り
戻すという予想の表れであろう。しかし、ＰＴＳ
Ｄ（Post Traumatic Stress Disorder）は、トラ
ウマティックな体験から１カ⽉経過しないと診断
できないように、心理的トラウマは、中長的にも
問題を抱えることは知られている。初動期の活動
のマニュアルに加え、中長期の対応についても検
討し、マニュアルにどう盛り込むかは、まだ課題
が残る。
支援内容として、当該児童・生徒および関係の

深い児童・生徒に対しては、臨床心理士によるカ
ウンセリング、心理的ダメージの評価、医師・養
護教諭の健康相談が求められているが、事案Ｅで
は臨床心理士によるカウンセリングが最も多くな
っているのに対し、事案Ｋでは、心理的ダメージ
の評価が最も多くなっている。カウンセリングや
心理的ダメージの測定方法については、どのよう
な方法を採用するのかについて具体的な指針や方
法をマニュアルに明記する必要がある。
他の生徒に対する対応として求められているの

は、両方とも心理的ダメージの評価、臨床心理士
によるカウンセリング、医師・養護教諭による健
康相談である。回答者には養護教諭が多くおり、
⾃分たちの役割を認識して回答されているのかも
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しれない。ＳＣと医師・養護教諭の健康相談との
連携を視野に⼊れたマニュアル作りが必要であろ
う。
保護者に対して求められている対応は、保護者
会への出席、子供への接し方についての資料提供
であり両事案で一致している。専⾨家からの説明
やアドバイス、資料などが求められていると考え
られる。
教職員に対する対応では、両事案で子供への接
し方についての資料の提供が最も多く、他に臨床
心理士によるカウンセリング、個別相談、心理的
ダメージの評価、研修などが求められている。事
案Ｋにおいては、臨床心理士によるカウンセリン
グと個別相談が同程度必要とされている。
保護者や教職員向け資料については、常に最新

の資料が⼊⼿可能な体制を整えるとともに、それ
を提供する方法も検討しておかなければならない。
マスコミへの対応については、両事案とも対応

へのアドバイスということで一致している。学校
緊急支援での記者会見等については学校の責任に
おいて⾏うものと考えていると推察される。
他機関との連携においては、両事案とも警察を
一番に挙げ、ついで病院であるが、事案Ｋでは児
童相談所もあげられている。事案Ｅは、児童・生
徒は被害者と考えられるが、事案Ｋでは児童・生
徒が加害者でもあり被害者でもあるということに
なるので、上記のような多少の違いが生じたもの
と考えられる。
今まで経験した学校緊急支援については「⼤変

よかった」70.1％、「おおむねよかった」28.4％、
合計で98.5％の⼈がよかったと評価している。そ
の理由は、対応の迅速さ、専⾨性の高さなどによ
るものと考えられる。しかし、一部であるが、⾃
校の養護教諭の活用がなされなかったり、必ずし
も適切という対応でなかったり、臨床心理士は本
務の関係で⽇替わりになることが多かったりした
ので、批判的評価も見られる。この点については、
今後マニュアルを作る上でもどのような体制でど
のように支援するのかをしっかり検討する必要が
ある。
今後学校緊急支援を活用したいかという質問に

は、総回答数の86.1％（この項目にチェックした
回答者については100％）が活用したいと答えて
おり、活用したくないと回答した⼈はいなかった。
活用したい理由としては、外部性と専⾨性に関す
る回答が多い。このことから、学校緊急支援が要

請される可能性は今後も高いと考えられるので、
本調査を踏まえて早急に学校緊急支援マニュアル
とキットの作成に取り掛かる必要があると考えら
れる。
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